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担当課
予算額
（千円）

決算額
（千円）

事業概要 実施状況・課題等 庁内プロジェクトチーム・有識者会議意見

基本目標：

ＫＰＩ：

1 創業等支援施設管理業務事業 商工労政課 512 275

立佞武多の館内に「五所川原市創業
相談ルーム」として（公財）21あおもり
産業総合支援センターの専門家であ
るインキュベーションマネジャーを配
置し、創業・起業希望者に対して、構
想・企画の段階から創業・起業に至
るまでの無料相談を実施する。

創業に至らなかった相談者へのフォ
ローをどうするか等が今後の課題と
なっている。
相談件数；14件
創業件数：2件

拡充

創業相談ルームの設置は、創業・起業希望者が専門
家に気軽に相談でき、創業への不安が払拭されるこ
とで創業につながる可能性が高いと考えられる。平
成28年度からは、「五所川原市創業支援事業計画」
に基づき、五所川原市及び支援機関の連携体制を
整備するとともに、創業支援事業者が情報共有しな
がら創業希望者にワンストップで情報提供を行い、伴
走型の支援を実施することで創業率の向上を目指
す。定住自立圏形成協定に基づき、圏域の創業支援
者の支援を行う。

【庁内プロジェクトチーム】
１次評価のとおり

拡充 同左

2 Ｕ・Ｉ・Ｊターン雇用促進奨励事業 商工労政課 3,000 0

市内の中小企業者が、当市にＵ・Ｉ・Ｊ
ターンする者を新たに正規雇用者と
して雇い入れ、継続して６か月間雇
用した場合に、当該中小企業者に１
人当たり２０万円の雇用奨励金を交
付する。

交付申請期間が短かったことや、交
付対象者を市内の中小企業者に限
定し、さらに雇用される者が市内の
中小企業に雇入れられることを要件
としたことから、補助金の交付申請に
至る事業者がいなかった。

見直し

当市に転入する者や転入者を雇用する事業者に対し
直接又は間接的な支援を行うことは、当市の人口減
少に歯止めをかける上で有効な手段である。
平成27年度事業では申請がなかったことから、平成
28年度は補助金の交付対象者を雇用する事業者か
ら当市への転入者にするなど一部要件を見直した。

【庁内プロジェクトチーム】
１次評価のとおり。対象者に効率的に周
知できるように、県外への広報範囲拡大
を考える必要がある。

見直し

当市に転入する者や転入者を雇用する事業者に対
し直接又は間接的な支援を行うことは、当市の人口
減少に歯止めをかける上で有効な手段である。
平成27年度事業では申請がなかったことから、平成
28年度は補助金の交付対象者を雇用する事業者か
ら当市への転入者にするなど一部要件を見直した。
今後は県外で開催されるイベント等においてリーフ
レットを配布するなど、県外の対象者に事業を周知
する取組が必要である。

3 空き店舗対策家賃補助金 商工労政課 869 869

中心商店街等にある空き店舗を利用
して営業を開始する事業主に対し、
賃借料の1/2、又は3万円のいずれ
か低い額を２年間補助する。

創業相談ルームの活用等により、6
件の実績となった。また、開業後も廃
業しないようフォローに努めた。
補助件数：6件
空き店舗率：19％

拡充

商店街の空洞化が進行する中で、空き店舗の減少
に向けた取組として起業支援を行うことは重要であ
り、創業支援等と一体的に実施していくべきである。
より事業効果を高めるために、一定期間の撤退を制
限する留置規定を設けるなど過去に行われた事業実
績等を踏まえ、明確な目標値を定めた上で、より実効
的な事業展開を検討する余地もある。また、人口減
少対策として移住・定住を促進する優遇措置を設け
るなどの事業の拡充も検討するべきである。

【庁内プロジェクトチーム】
１次評価のとおり。「創業等支援施設管
理業務事業」や他の移住支援施策と連
携した情報発信、取組が必要と考える。

拡充

商店街の空洞化が進行する中で、空き店舗の減少
に向けた取組として起業支援を行うことは重要であ
り、創業支援等と一体的に実施していくべきである。
より事業効果を高めるために、一定期間の撤退を制
限する留置規定を設けるなど過去に行われた事業
実績等を踏まえ、明確な目標値を定めた上で、より
実効的な事業展開を検討する余地もある。また、人
口減少対策として移住・定住を促進する優遇措置を
設けるなどの事業の拡充も検討し、移住支援施策と
連携した情報発信、取組に努める。

4 青年就農給付金事業 農林水産課 45,950 34,324

農業経営開始直後は経営が不安定
で生活も苦しいことから、新規参入者
及び新規参入者と同等の経営リスク
を負う者で青年等就農計画の認定を
受けた者を対象に就農後の５年間、
年間最大１５０万円を給付する。

就農者が給付金終了後も順調に経
営発展をするためには農業技術の
向上が必要でありサポート体制の充
実が求められる。
給付対象者数：41人
受給者農業定着率：98％

継続

給付金終了後も順調に経営発展をしていくためには
農業技術の向上が必要であることから、就農者に対
する関係機関の連携した指導はもとより、周囲の農
家と就農者の関係構築が必要である。

【庁内プロジェクトチーム】
１次評価のとおり。

継続 同左

5
産学官連携による農業の六次
産業化モデル事業

農林水産課 930 930

五所川原農林高校を中心に、西北地
区の農業生産者、企業、地域経済団
体、教育機関、行政機関等の協働に
より、農作物の高付加価値化、低コ
スト効率生産を目指し、その研究成
果を農業者に提供することにより、６
次産業化の推進を図る。

りんご等地域農産物の生産・加工研
究・販売実験等を実施しているが、販
路開拓が市内・県内に限られており、
「安定的な販売→生産量増加＝雇用
創出」に繋がる販路開拓とその運用
手法が課題となっている。

継続

田畑輪換実証試験として、大豆と水稲の栽培により
生育調査、成分分析行い、耕作放棄地の再生にも取
組んだ。新製品開発研究では、米粉や大豆粉を活用
した製品を考案し、赤～いりんごのブランド化のため
の活動として県内外でＰＲ活動を実施した。また、協
議会会員の指導等を受け、ＧＬＯＢＡＬ　Ｇ．Ａ．Ｐ（世
界基準の農産物生産工程管理）の認証を五所川原
農林高校が取得した。

【庁内プロジェクトチーム】
１次評価のとおり。

継続 同左

6 新・地域再生マネージャー事業 農林水産課 8,100 7,689

地域特産品生産加工クラブの拡充、
固定販路として消費者クラブの拡
充、海外輸出実施体制の構築、顧客
フォローアップ研修を受講した五所
川原農林高校生の就農就労への誘
導、独自ブランド認証制度の具体的
実践等、外部人材の指導のもと販売
戦略等を研究し実施していく。

地域事業者のクラブ化、対面販売及
び通販サイトによる顧客開拓等を行
い、「株式会社アグリコミュニケーショ
ンズ津軽」の設立に至っている。

継続

地域再生マネージャー事業を活用することにより、株
式会社アグリコミュニケーションズ津軽が設立に至っ
たところであり、同社が中心となり機能性作物のマ
カ・キクイモ・毛豆の販路を確保できる環境整備を図
ることができた。平成２８年度に同社が開校する新規
就農者育成のためのアグリアカデミーは、本事業で
推進してきた就農就労型６次産業化事業で構築を目
指した事業であり、次世代の農業就業者育成が図ら
れる。

【庁内プロジェクトチーム】
１次評価のとおり。

継続 同左

政策分野・重点プロジェクト・事業名 １次評価

政策分野１　若者の定住促進政策　　　　　
①総人口に占める年少人口及び生産年齢人口の割合　実績値：72.3%（H22） 目標値：67.1%（H32）
②合計特殊出生率　実績値：1.34（H22）　目標値：現状より増加（H32）

　1-1　若者の就業・起業創造プロジェクト
①認定農業者数　実績値：532人（H26） 目標値：620人（H32）
②市の創業支援施策を利用した創業者数　実績値：－（H22）　目標値：10人（H32）

最終評価
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ＫＰＩ：

7 住宅リフォーム助成事業 建築住宅課 36,128 34,646

地域経済の活性化と市民の住環境
の向上に向けて、市民が市内の施工
業者を利用して、自己所有の住宅の
修繕や増改築を行う場合に、その経
費の一部を助成する。（対象経費の
２０％以内、２０万円を上限）

リフォーム内容は、屋根・外壁の塗装
が大半を占めている。

見直し

平成２３年度から継続して行っており、平成２７年度
の時点で助成総数６８６件、助成総額１１２，６８２千
円、工事経費総額９２８，１７０千円で、事業目的の地
域経済の活性化、住環境の整備については十分な
効果があったため、今後は市街地の景観を損なう空
き店舗対策や老朽化している道路・公共物の整備・
補修等の環境整備への移行も検討できる。

【庁内プロジェクトチーム】
１次評価のとおり。事業開始から５年が
経過し、住環境の向上等に相当の効果
があったと思われるため、喫緊の課題で
ある空き家対策等の環境整備に移行し
てもよいと考える。

見直し 同左

8 子育て世帯移住促進事業 企画課 1,311 672

移住・定住促進施策として、市外在
住の中学生以下の子どもを扶養する
子育て世帯が当市に移住してきた際
に、アパートや貸家の家賃補助を行
う。（月額上限２万円、最大２４ヶ月
間）

本事業活用者の太宗が県内自治体
からの転入者であり、他県からの移
住者を増加させるためにも移住支援
サイト等を積極的に活用し、県外向
けの総合的な広報強化に努めること
が必要である。

拡充

今後も次代の担い手となる子育て世帯の移住を促進
するため、移住支援サイト等において、家賃助成の
県外への情報発信を行うとともに、平成２８年度は市
外からの新築住宅購入者に対する新たな助成制度
も創設しながら、五所川原市への移住者の増加を図
る。

【庁内プロジェクトチーム】
１次評価のとおりではあるが、定住自立
圏内での移住が多く、また同様の取組を
行っている自治体もあるため、協議しな
がら、対象要件を「圏域外からの移住」
に見直してはどうか。

拡充

今後も次代の担い手となる子育て世帯の移住を促
進するため、移住支援サイト等において、家賃助成
の県外への情報発信を行うとともに、今後は市外か
らの新築住宅購入者に対する新たな助成制度を創
設するほか、補助対象要件の見直しを検討しなが
ら、五所川原市への移住者の増加を図る。

9 コミュニティFM中継局整備事業 総務課 68,883 62,919

防災・減災の観点から、災害発生時
の重要な情報伝達手段として㈱五所
川原エフエムが放送エリアを市域全
域に拡大するために実施するコミュ
ニティＦＭ中継局整備事業を支援す
る。

基本調査結果を踏まえ、中継局整備
と併せて本局改修を同年１１月から
実施。平成２８年１月に国へ無線局
免許（変更）を申請し、３月の落成検
査を経て平成２８年４月から、市全域
を放送エリアとして運用を開始してい
る。

事業終了

本事業の実施によって、「市役所かわらばん」等で発
信する行政情報が金木・市浦地区でも聴取可能と
なったところであり、今後はこれらの設備等を災害対
策、防災・減災の面で有効に活用するためにも、運
営主体である㈱五所川原エフエムとの協力・連携の
もと、防災情報の発信や防災訓練での活用を図る。

【庁内プロジェクトチーム】
１次評価のとおり。

事業終了 同左

10
五所川原市総合情報発信ツー
ル整備事業

総務課 5,712 5,703

利用者がより使いやすく、また当市
の魅力を最大限にPRできるようにす
るため、市ホームページをリニューア
ルする。また、子育て世帯や移住希
望者、観光客等に向けたポータルサ
イトの創設など、様々なニーズに対
応した情報発信体制を整備する。

平成28年2月から新たな市ホーム
ページとして公開している。

事業終了

ホームページをリニューアルし、コンテンツ管理シス
テム導入により、スマートフォンやタブレット端末への
対応も可能となり、利用者がより使いやすくなったこ
とから、今後もシステムを活用し、様々なニーズに応
じた情報発信を行う。

【庁内プロジェクトチーム】
１次評価のとおり。リニューアル後の更
なる利便性の向上のため、各ページの
レイアウト等で市ＨＰ全体の統一感を図
るとともに、利用者目線での構成に努め
るべきである。

事業終了 同左

ＫＰＩ：

11 学校建築物大規模改造事業 教育総務課 161,204 157,852

児童生徒、教職員の安全・安心の確
保、建築物の長期維持活用を図るた
め、建築後２０年以上を経過した学
校建築物の現状把握に努め、その
緊急性に応じて国庫補助等を活用し
ながら計画的に大規模改修を実施す
る。

平成２４年度：市浦中学校、五所川
原第四中学校
平成２５年度：五所川原第三中学校
平成２６年度：金木中学校
平成２７年度・２８年度：栄小学校

継続
今後も国庫補助金の動向を見極めながら、学校教育
の円滑な実施や児童の安全・安心の確保に向け、計
画的・継続的な学校施設の大規模改修を進める。

【庁内プロジェクトチーム】
１次評価のとおり。

継続 同左

12 学校給食センター建設事業 学校給食センター 2,201,538 2,119,396

現在の学校給食衛生管理基準に基
づく新たな学校給食センターを整備
し、より安心安全な学校給食を提供
することができる環境を整える。

県内１０市のうち９市で給食センター
方式による給食を実施しているが、こ
の９市が運営している１８センターの
中では当市のセンターが最も古く、衛
生管理をはじめとする様々な面での
課題があった。

継続 平成２８年度で事業完了し、２学期から稼働する。
【庁内プロジェクトチーム】
１次評価のとおり。

継続 同左

　1-2　快適居住環境整備プロジェクト
①雪対策の推進に対する市民の満足度　実績値：2.20（H27） 目標値：2.50（H31）
②移住･定住促進施策に対する市民の満足度　実績値：2.40（H27）　目標値：2.50（H31）

　1-3　子育ち・子育て全力応援プロジェクト ①子育て支援の充実に対する市民の満足度　実績値：2.40（H27） 目標値：2.70（H31)
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13 特別教育・保育事業 家庭福祉課 67,967 62,827

教育・保育施設やNPO法人が実施す
る一時預かり事業、延長保育、保育
所地域活動、障害児保育、ふれあい
保育、地域子育て支援拠点事業に対
し、実績に応じて補助する。

「五所川原市子ども・子育て支援事
業計画」に基づいた、子育て家庭等
を支援する事業を展開する。

継続

保護者の就労形態の多様化等により、特別教育・保
育事業の利用希望は引き続き高い状況にある。平成
２７年度に策定した「五所川原市子ども・子育て支援
事業計画」に基づき、保護者のニーズに沿った事業
の拡充、見直し等を検討していく。

【庁内プロジェクトチーム】
１次評価のとおり。

継続 同左

14
ファミリー・サポート・センター事
業

家庭福祉課 2,814 2,730

児童の預かりの援助を受けたい方と
援助を行いたい方との連絡、調整を
行い、程度の軽い病児・病後児の預
かり、緊急時の預かりやひとり親家
庭等の支援など多様なニーズへ対
応することで、地域における育児の
相互援助活動を推進する。

主婦であった提供会員が就労するこ
とにより、提供可能な時間が限られ
ること、また開設当時からの提供会
員の高齢化も進んでいることから、
提供会員の増員が課題である。

拡充

子育ての負担を軽減し相互援助するための事業であ
り、核家族化等を背景としたニーズがある限り継続実
施する。定住自立圏形成協定に基づき、事業の対象
を広域化し、圏域内で安心して子育てできる環境づく
りを図る。

【庁内プロジェクトチーム】
１次評価のとおり。

拡充 同左

15 子宝祝金支給事業 健康推進課 7,500 5,400

次代を担う子どもの出産を祝い、健
やかな子どもの育成を図り、人口の
増加に寄与することを目的に、第３子
以降の出産に祝い金（10万円）を支
給する。

県内１０市の中で同様の事業に取り
組んでいるのは平川市と当市のみで
ある。取り組んでいる自治体の中に
は、当市よりも多額の祝い金を支給
している例もある。
支給件数：54件
出生数：333人

継続

本市の出生数は平成２４年度３６３人、平成２５年度３
４８人、平成２６年度３３０人と、少子化傾向にあり、少
子化に対する継続的な支援が必要である。また第三
子以降の出生数に関しては平成２５年度５６人、平成
２６年度５３人、平成２７年度５４人と横ばいで、子育
て世代の出産の意識を高めるためにも、本事業継続
の必要がある。

【庁内プロジェクトチーム】
１次評価のとおり。ただし、出生率向上と
いう面から考えた場合、本事業による成
果の検証とともに、他の取組も含め総合
的に出生率向上を目指す必要がある。

継続 同左

16 妊婦委託健康診査事業 健康推進課 44,134 34,686

妊婦健診を医療機関に委託実施す
ることにより、妊婦の保健管理の一
層の向上を図る。妊婦委託健康診査
票を単胎の場合は１４回分、多胎の
場合は２１回分発行している。（それ
を越えた回数については自己負担と
なる。）

公費助成回数は、全国、全ての市町
村で１４回以上実施している。

継続

母子保健法に基づく健康診査であり、２７年度同様今
後も公費負担で健診が受けられるよう継続する。妊
娠届出時には、妊婦健康診査の重要性を啓発し、又
届出が遅れたものについては、事由及び状況を把握
するとともに保健指導及び適切な支援をしていく。

【庁内プロジェクトチーム】
１次評価のとおり。

継続 同左

17 乳幼児医療費給付事業 国保年金課 59,231 57,792

本市に住所を有する０歳～６歳まで
の乳幼児が医療給付を受けた場合、
その負担すべき費用の一部を保護
者に給付することで、乳幼児の保健
及び出生育児環境の向上並びに若
者世代の定住率の向上を目的とす
る。（所得制限有り）

他自治体では給付対象の拡大を
行っているところもあるが、財源の安
定的確保が課題である。

継続
県内他市町村では対象範囲の拡大を行っているとこ
ろが多いが、恒久的な財源が必要であることから、現
状の内容で継続していくのが妥当である。

【庁内プロジェクトチーム】
１次評価のとおり。人口減少対策を考え
た際、子育て支援は施策の根幹をなす
事業であるため、事業の充実を含めた
検討を引き続き行うことが必要。

継続 同左

ＫＰＩ：

18 市民討議会開催費補助金 企画課 400 400

市と（公社）五所川原青年会議所が
協働で市民討議会を開催する。無作
為抽出した市民のうち、参加を希望
した30人ほどを選出し、幅広い世代
や様々な立場、状況にある市民が共
通のテーマについて意見交換を行
う。

平成２７年度は「人口減少対策」を
テーマに意見交換を行ったが、参加
者からはテーマが難しいという意見も
寄せられており、討議しやすいテーマ
設定や話しやすい環境づくりに努め
る必要がある。

継続

市民討議会は地域課題を自ら考え、そして実際に事
業化までつなげるという点で他市町村の類似事例に
比べ先進的な取組となっている。引き続き、討議しや
すいテーマ、環境づくりに向けて関係機関等との連携
を図りながら、まちづくりへの市民参加を促進し、多
様な意見を市政に反映させていく。

【庁内プロジェクトチーム】
１次評価のとおり。

継続 同左

19 市民提案型事業 企画課 6,600 5,350

市民団体等が地域の活性化や課題
解決に向けて自主的・自発的に取り
組む公益的活動に対して、補助金を
交付する。
はじめの一歩型：補助率4/5、補助限
度額50万円
テーマ設定型：補助率2/3、補助限度
額100万円

平成28年度よりはじめの一歩型の内
容を充実させるとともに、新たにテー
マ設定型を設け、人口減少対策など
喫緊の行政課題に対応した取組を支
援することとしている。

継続

市民団体等が本制度を活用し、市内においてさまざ
まな催しが実施されるなど、新たな賑わいづくりの一
助となっている。今後の方向性としては、公益的な市
民活動を支援する取組として継続実施していくととも
に、市民参加のまちづくりの芽であるはじめの一歩型
の申請件数の増加を図るため、引き続き市民向けに
制度の普及啓発を行っていく必要がある。

【庁内プロジェクトチーム】
１次評価のとおり。

継続 同左

　1-4　まちへの愛着と誇りづくりプロジェクト
①積極的なコミュニティ活動に対する市民の満足度　実績値：2.94（H27） 目標値：3.00（H31）
②住民協働によるまちづくりに対する市民の満足度　実績値：2.83（H27）　目標値：3.00（H31）
③広報広聴活動の推進に対する市民の満足度　実績値：2.80（H27）　目標値：3.00（H31）
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担当課
予算額
（千円）

決算額
（千円）

事業概要 実施状況・課題等 庁内プロジェクトチーム・有識者会議意見

基本目標：

ＫＰＩ：

1
五所川原まるごとPRキャラバン
事業

観光物産課 6,081 5,324

立佞武多、津軽三味線といった郷土
芸能等の観光資源を活用して、人の
集客が見込めるイベント等へ出展
し、誘客に繋がる観光ＰＲを行う。

Ｈ２５：名古屋市イオンモール新瑞橋
Ｈ２６：函館市金森倉庫、ＪＲ函館駅
Ｈ２７：はこだてグルメサーカス、
International Travel Fair2015（大阪）
観光客入込数：2,272千人

拡充

観光情報発信の強化が当市の課題となっているた
め、費用対効果の問題もあるが、あらゆる方法での
観光ＰＲの検討が必要。今後は、定住自立圏形成協
定に基づき、圏域への誘客につながる広域観光ルー
トの開発や圏域観光の情報発信を図る。

【庁内プロジェクトチーム】
１次評価のとおり、広域連携による情報
発信の強化は必要である。ただし、観光
誘客において、今後も効果的な施策を立
案するためには、事業実施による経済
効果や地域内外からの入込数等の客観
的なデータ、費用対効果に基づく、適切
な目標設定及び成果検証が必要であ
る。

拡充

観光情報発信の強化が当市の課題となっているた
め、客観的なデータや費用対効果を勘案しながら、
あらゆる方法での観光ＰＲの検討が必要。今後は、
定住自立圏形成協定に基づき、圏域への誘客につ
ながる広域観光ルートの開発や圏域観光の情報発
信を図る。

2
仁太坊まつり開催費補助金
（まつり開催補助金）

観光物産課 1,800 1,800

津軽三味線の文化育成、継承、演奏
者のステータス向上を目指し、津軽
三味線全日本金木大会のエキシビ
ションとして開催している。

平成１５年から開催されているが、ど
ちらかというと市民を含む近隣の方
向けのコンサートのような形になって
いる。
イベント入込数：1,700人

継続

イベント規模、内容での圏域外からの誘客は難しいと
思われるが、津軽三味線全日本金木大会の上位入
賞者による演奏の場であり、同金木大会のステータ
ス向上に繋がっていることは認められる。また、本年
で２３回目を迎え、発祥の地としての文化継承の面か
らも継続実施する。

【庁内プロジェクトチーム】
１次評価のとおり。

継続 同左

3
津軽三味線全日本金木大会開
催事業費補助金
（まつり開催補助金）

観光物産課 1,500 1,500

津軽三味線発祥の地ならではの文
化色を前面に出し、娯楽性と育成の
追及を掲げ、全国の津軽三味線奏者
を広く等しく迎え、全日本金木大会を
開催し公正な審査機会をあたえるこ
とにより、津軽三味線文化の継承と
地域振興の発展を目指す。

金木さくらまつりと同時期に開催され
ているため、一定の入込は見込める
が、規模が小さいこと、開催場所が
桜まつり会場から離れていること等、
課題がある。
イベント入込数：2,000人

継続

本年で「第２８回」を数える伝統ある大会である。県外
からの出場者が多く、交流という面からは重要と思わ
れる。津軽三味線発祥の地としての文化継承として
も重要であり継続実施する。

【庁内プロジェクトチーム】
１次評価のとおり、津軽三味線発祥の地
として、伝統文化の継承という側面から
継続することが必要と思われる。また、
観光振興の視点も取り入れるべき。

継続

本年で「第２８回」を数える伝統ある大会である。県
外からの出場者が多く、交流という面からは重要と
思われる。津軽三味線発祥の地としての文化継承と
しても重要であり、観光振興の視点を取り入れるなど
開催内容を検討しながら継続実施する。

4
桜まつり開催費補助金
（まつり開催補助金）

観光物産課 9,600 9,600

芦野公園の自然景観を生かした季
節感あふれるイベントとして、県内外
から行楽客を誘致し、観光産業と地
域振興に寄与することを目的に、金
木桜まつりを開催している。

津軽鉄道等を活用してＰＲを行ってい
るものの、実質的な入込数は少なく
なっており、出店や飲食店舗の閉店
等も出てきている。今後観光客を呼
べる、消費額を増やす仕組みの検討
が必要である。
イベント入込数：297千人

見直し

「春」観光の主要コンテンツとして継続実施する。
行政がより多くのお客様に来ていただける環境づくり
に取り組むとともに、当市の「春」を代表するコンテン
ツとして、津軽鉄道とセットにして売り込みたい。

【庁内プロジェクトチーム】
１次評価のとおり。芦野公園、桜及び津
軽鉄道をパッケージ化することで、当市
ならではの桜まつりとして独自性を出す
べき。

見直し 同左

5
五所川原立佞武多開催費補助
金
（まつり開催補助金）

観光物産課 28,500 28,500

東北有数の夏祭りとして定着した五
所川原立佞武多を開催する。五所川
原立佞武多の担い手の育成や観光
客数を増やすことにより、地域経済
の活性化を図る。

東日本大震災以降、入込数は落ち
込んではいるが１００万人を超える大
イベントであり、周辺地域への経済
波及効果も大きい。運営に関しては
資材高騰等によりコストが上昇してい
るため今後、効率のよい運営が求め
られる。
イベント入込数：1,060千人

継続
祭りの規模などは現行のままが望ましいと思うが、よ
り多くのお客様が観光しやすい環境づくりに向けた取
組は今まで以上に必要である。

【庁内プロジェクトチーム】
１次評価のとおり。

継続 同左

6 五所川原市観光協会補助金 観光物産課 15,683 15,683

駅前観光案内や五所川原立佞武多
の運営、観光宣伝・誘客ＰＲなど、五
所川原市観光協会が企画し、主体性
を持って運営する事業を支援するも
のである。

観光案内所での観光案内、立佞武
多の運営、イベント運営などを実施し
ている。今後は自主事業を増やすべ
く、市と協働して観光振興を行ってい
く。

継続
団体が独立した運営体制を築くためには、五所川原
立佞武多の運営や小型立佞武多、キャラクター立佞
武多制作などによる自主事業への取組が必要。

【庁内プロジェクトチーム】
１次評価のとおり。

継続 同左

政策分野・重点プロジェクト・事業名 １次評価

政策分野２　交流倍増政策 ①昼夜間人口比率　実績値：102.1（H22） 目標値：103.0（H32）

　2-1　観光誘客・おもてなしプロジェクト
①観光客入込数　実績値：607千人（H25） 目標値：621千人（H32）
②観光振興による活性化に対する市民の満足度　実績値：2.66（H27）　目標値：2.82（H31）

最終評価

4
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7
3市連携津軽広域プロモーション
事業

観光物産課 100 100

平成２４年からワ・ラッセ（青森市）、
ねぷた村（弘前市）、立佞武多の館
（五所川原市）の共通するテーマをも
つ３館を周遊できるパスポートを作成
し、ねぶた・ねぷたを知ってもらい、
周遊してもらう取組を行っている。

周遊パスポート等の作成、ＰＲイベン
ト、旅行会社へのセールスを実施し
てきた。モニターツアーを行い、お客
様からよい評価を得ていることから、
今後も旅行商品として発展的なもの
にし、広域観光のツールとしていく必
要がある。
共通パスポート販売枚数：537枚

継続

青森ねぶた、弘前ねぷた、そして五所川原立佞武多
と３つの異なるねぶた・ねぷたを周遊するプランを提
供できるコンテンツとして重要であることから、今後も
継続実施する。

【庁内プロジェクトチーム】
１次評価のとおりだが、周遊パスポート
で立佞武多の館に入場した人数を把握
し、評価の指標とすべき。

継続 同左

8 ふるさとまつり開催費補助金 市浦総合支所 200 200

市浦地域住民の芸術・文化活動の発
表の場を設けて、地域を訪れる交流
人口の拡大を図ることを目的とする。
開催内容：元気子ども学習発表会、
地域住民による芸能発表会、絵画・
書道・盆栽・生け花・凧絵等の展示、
特産品・地場産品等の展示即売等

旧市浦村時代から平成２７年度で３６
回目を迎え賑わいを見せているが、
地域住民の高齢化に伴い、芸能発
表団体数、各種展示品の出展や特
産品の出店団体数が以前より減少し
ている。
イベント入込数：850人

継続

現在のまつりでは、元気子ども学習発表会、地域住
民による芸能発表会、絵画・書道・盆栽・生け花・凧
絵等の展示、特産品・地場産品等の展示即売等行っ
ているが、事業内容がマンネリ化傾向にあることか
ら、地域の発展と活性化を図るとともに地域外からの
交流人口の拡大のため、事業内容を工夫し継続して
実施していくものとする。

【庁内プロジェクトチーム】
１次評価のとおり継続することが必要と
思われる。一方で、開催内容のマンネリ
化や観光振興として多くの誘客が見込
めないこと等を踏まえ、事業内容を工夫
すべき。

継続 同左

9 マイ津鉄利用促進事業 企画課 2,800 2,309
津軽鉄道に対する愛着心を醸成する
とともに、津軽鉄道を活用した交流人
口の増加を目指す。

津軽鉄道を活用した交流人口の増
加に向けた方策の１つとして実施さ
れ、県内外の様々な方々に活用され
たところである。
（１）ペット車掌で「マイ津鉄」事業
（２）記念日には「マイ津鉄」事業
（３）手をふろう「マイ津鉄」事業

事業終了

本事業は、地域住民生活等緊急支援交付金上乗せ
交付分を活用する単年度事業として立案されたもの
であるため、事業自体は終了となるが、本事業の目
的である津軽鉄道の活性化を通じた交流人口の増
加に向けた取組は津軽鉄道活性化協議会事業や、
ふるさと納税を活用した津軽鉄道経営強化支援事業
などにより継続して実施していくものとする。

【庁内プロジェクトチーム】
１次評価のとおり。

事業終了 同左

ＫＰＩ：

10 五所川原地域ブランド推進事業 観光物産課 4,193 1,600

五所川原特産品のブランド認定や商
品開発の支援を行い、県内外への商
品アピールをすることによる販路拡
大や長期的なイメージの発信によ
る、認知度ＵＰを展開する。

平成２７年度まで２９商品を認定して
いる。認定を受けた者はブランド認定
マークの使用ができるほか、市ホー
ムページや広報で認定商品の紹介
をするほか活動助成金を受けること
ができる。

見直し
ブランド認定を行ったあとのフォローが足りないと実
感しており、ブランド商品がより売れるための施策
（パッケージ、味の改良等）を検討する。

【庁内プロジェクトチーム】
購買需要を踏まえた商品開発に努め、
ある程度ターゲットを絞ったＰＲが効果的
と考える。また、地域ブランド自体の認知
が足りないことや、認定によるメリットも
不明確なことから、認定基準の見直しを
はじめ、地域ブランド認定制度の在り方
を再検討することも必要である。

見直し

ブランド認定を行ったあとのフォローが足りないと実
感しており、ブランド商品がより売れるための施策
（パッケージ、味の改良等）や、認定基準の見直しな
ど再検討に努める。

11
青森県津軽観光物産首都圏フェ
ア事業

観光物産課 3,424 3,334

首都圏からの誘客促進と地域特産
物の消費宣伝を目的とする「青森県
津軽観光物産首都圏フェア」を開催
することで広域的な観光物産振興を
推進する。

立佞武多、囃子の実演、特色ある特
産品などの物産販売など、総合的な
観光物産に関するＰＲを行っている。
開催場所のＪＲ船橋駅北口おまつり
広場のスペースが狭いため、現在１
３ブースの出展を行っているが追加
が出来ない状況にある。

拡充

北海道新幹線開業効果も含め首都圏からの誘客促
進と地域特産物の消費宣伝を目的に継続実施する
が、出展する特産品についての精査も必要と考え
る。今後は定住自立圏を形成している６市町による
広域的な観光物産振興を推進することにより、従来
の市町村単位の事業に比べより高い事業効果が得
られるように取り組む。

【庁内プロジェクトチーム】
１次評価のとおり。ただし、物産を販売す
るだけでは一時的な効果しか得られない
と思われるため、これまでの事業効果の
検証と長期的な効果につながる仕組み
を検討すべき。

【有識者会議】
・多くの誘客につなげるためには、新幹
線駅も意識した観光物産ＰＲというもの
を考える必要がある。
・物産内容の精査をはじめ、地域ブラン
ドの見せ方や、付加価値を高めるブース
の設置の工夫が必要である。

拡充 同左

12 ふるさと名物通販事業 観光物産課 5,800 5,800

地域特産品を、ギフト品として限定販
売。販促効果向上をねらい五所川原
地域の独自の祭「立佞武多」、地域
人気観光資源の「津軽鉄道沿線」の
テーマ商品を開発し掲載。「選べるギ
フトカタログ」により３０％の割引を実
施した。

テレビショッピング、インターネットな
どの域外広告を通じて、五所川原６
次産業化推進協議会等推奨の地域
特産品ギフトカタログ４００部を販売し
た。今後いかにリピーターを作るかが
課題となっている。

事業終了

本事業は、地域住民生活等緊急支援交付金を活用
する単年度事業として立案されたものであるため、事
業自体は終了となる。テレビショッピングという媒体を
利用するのは有効ではあるが、費用対効果の面から
は厳しい部分もある。今後も他事業において物産展
開催、ブランド事業として特産品のセールスを行う。

【庁内プロジェクトチーム】
１次評価のとおり。

事業終了 同左

13 プレミアム商品券発行支援事業 商工労政課 103,523 101,888

市内における消費喚起と地域経済の
活性化を図るとともに、市民の生活
支援を行うことを目的に、プレミアム
付き商品券を発行する。

五所川原市商品券発行事業委員会
に対し補助金を交付
商品券発行総額：796,380千円
換金率：795,000千円

事業終了

プレミアム付き商品券発行に伴い、一定期間である
が地域の消費が促進され、地域経済の活性化に寄
与したと評価できる。消費者及び事業者からプレミア
ム商品券発行支援事業の継続を望む声も一部聞か
れたが、事業実施には多額の経費を要することから
平成27年度をもって当該事業を終了とする。

【庁内プロジェクトチーム】
１次評価のとおり。市民からの反響も大
きい一方で、多大な財政負担の面から、
継続性に難がある。当事業実施時に行
われたアンケート等を分析し、消費喚起
効果を検証しておく必要がある。

事業終了

プレミアム付き商品券発行に伴い、一定期間である
が地域の消費が促進され、地域経済の活性化に寄
与したと評価できる。消費者及び事業者からプレミア
ム商品券発行支援事業の継続を望む声も一部聞か
れたが、事業実施には多額の経費を要することから
平成27年度をもって当該事業を終了とする。なお、当
事業実施時に行われたアンケート等を分析し、消費
喚起効果を検証しておく必要がある。

14 走れメロスマラソン事業 文化スポーツ課 18,563 18,543

本事業は、文豪「太宰治」の代表作
品「走れメロス」に因んだマラソン大
会として、市民の健康増進並びにス
ポーツ振興に寄与するほか、増加傾
向にあるマラソン競技者を通じた交
流人口の増加並びに観光振興、地
域企業の活性化に寄与することを目
的に開催している。

参加人数は増加傾向にあるが、約９
００人を必要とする大会を運営するス
タッフの確保が課題となっている。
参加者数：2,206人

継続

マラソンイベントとして一定の成果を上げており今後
も継続し成熟していく必要がある。
一方で観光とのマッチングやイベント経費については
今後も継続して検討する必要がある。

【庁内プロジェクトチーム】
１次評価のとおり、太宰という観光資源
を生かしたマラソンイベントとして、ス
ポーツと観光のマッチングを図りながら
継続すべき。経費については、他市の例
を参考にしながら、今後も継続できる仕
組みづくりに努めるべき。

継続
今後も太宰ほか市の各種観光資源、特徴を生かした
スポーツイベントとして、観光施策とのマッチングを
図りながら、継続していく。

　2-2　産業・ビジネス交流プロジェクト
①企業マッチング件数　実績値：0件（H26） 目標値：2件（H32）
②商店街の空き店舗率（大町・寺町・本町・布屋町地域）　実績値：20.5%（H26）　目標値：現状より改善（H32）
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ＫＰＩ：

15 ふるさと納税推進事業 総務課 23,744 20,512

都市住民に五所川原市の魅力を
知ってもらい、市に対するふるさと納
税を促進するため、五所川原らしさを
もつお礼の品の掘り起こし、商品企
画を行うとともに、市ＨＰやふるさと納
税ポータルサイト等を通じたＰＲ活動
を実施する。

寄附金税制改正で控除上限額が拡
大されたことから、当市においても大
幅に寄付の件数・金額を伸ばした。
ふるさと納税件数：3,212件

継続

今後はふるさと納税の促進に取り組む自治体間にお
いてお礼の品の競争がさらに激しさを増すことが予
想されるところである。市としては、今後も情報発信と
お礼の品の充実を図っていくべきではあるが、節度
ある対応のもとでお礼の品の充実を図り、ふるさと納
税の使い道や市の魅力の情報発信に取り組むべき
と考える。

【庁内プロジェクトチーム】
１次評価のとおり。

継続 同左

16 立佞武多製作事業 観光物産課 20,135 20,132
五所川原立佞武多で運行する大型
立佞武多を製作・修繕する。

平成１０年から毎年、新型立佞武多
を製作している。
イベント入込数：1,060千人

継続
多額の制作費を今後とも捻出していくためには、大型
立佞武多本体（台座部分等）への広告掲出による費
用捻出も検討が必要。

【庁内プロジェクトチーム】
１次評価のとおり。

継続 同左

17 太宰治生誕祭事業 文化スポーツ課 468 439

文豪、太宰治の誕生を祝い、顕彰す
るイベントを開催することで、多くの
方が太宰文学に触れ、親しむきっか
けづくりとするとともに、市内外との
交流促進を図り、五所川原市を全国
へと発信する。

太宰治の誕生日である「６月１９日」
に芦野公園の太宰治銅像、文学碑
前において、津島家親族、来賓、県
内外から多くの太宰文学愛好者を招
いて、太宰作品の朗読、地元合唱団
による太宰治賛歌の披露、祝い花を
捧げるなど、その功績を称えている。
太宰治記念館「斜陽館」年間入館
者：85,120人

継続
旧金木町時代から長年にわたり継続開催し、一定の
成果を上げていることから、今後も継続し開催する。

【庁内プロジェクトチーム】
１次評価のとおり、全国的に高い知名度
を持つ太宰治の生誕地ならではのイベ
ントとして、文化振興という観点から一定
の交流を生み出しており、継続的な実施
が必要と思われる。一方で、太宰を通じ
て、より多くの交流を生み出すために
は、観光施策との連携も検討してはどう
か。

継続
太宰治生誕１１０年（２０１９年）に向けて、観光施策と
の連携も検討し、文化及び観光振興を図りながら今
後も継続していく。

ＫＰＩ：

18
津軽半島北部地域観光推進事
業

観光物産課 4,000 4,000

津軽半島北部地域を重点地域とし、
北海道、首都圏等からの旅行商品造
成、交流人口拡大、奥津軽いまべつ
駅の利用者確保を目的に地域資源
の情報発信、イベントＰＲツールの作
成、プロモーションイベントへの参加
を行う。

ＳＮＳでの津軽半島観光情報の発
信、ＰＲイベントへ支援を行っている。

継続

津軽半島観光アテンダント協議会への委託事業が主
であり、当市のみならず、津軽半島の魅力発信に好
評を得ているため、継続実施する。なお、アテンダン
トは当市及び当圏域の観光ＰＲ、そして津軽鉄道に
乗車する業務が全国的にも認知されており、アテン
ダントを目当てに訪れるお客様も多い。

【庁内プロジェクトチーム】
１次評価のとおり。

継続 同左

19 市民体育館大規模改造事業 文化スポーツ課 7,988 7,956

スポーツを軸とした交流人口の拡大
に向け、五所川原市民体育館で、プ
ロバスケットボールを誘致するため、
バスケットゴール・電光掲示板を整備
し、その他大会開催に必要な環境整
備・広報支援等を行う。

青森スポーツクリエーション（株）と協
働して、青森県初のTkbjプロバスケッ
トボール東北カップを９月に開催し、
県内外から３日間で１１，９９０人の入
場者数を招き入れた。開催に当た
り、地元特産品ＰＲや伝統文化芸能
披露など、魅力あるイベントなど創意
工夫を重ねていく必要がある。

事業終了

スポーツをする人の拠点だけではなく、「観るスポー
ツ」の拠点として交流人口の拡大を図り、１８，８１４名
の入場者を得た。９月に開催された東北カップにおい
ては、物販の売り上げも３日間で約３００万円程度
あったと報告を受けており、また、対戦チームの選手
及び関係者、県外のサポーターの宿泊者もあり、大
会開催による経済効果も大きい。

【庁内プロジェクトチーム】
１次評価のとおり。

事業終了 同左

　2-3　地域間交流プロジェクト ①立佞武多の館の修学旅行受入件数　実績値：42件（H26） 目標値：50件（H32）

　2-4　交流拠点・基盤整備プロジェクト ①中心市街地整備による活性化に対する市民の満足度　実績値：2.41（H27）　目標値：2.60（H31）
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担当課
予算額
（千円）

決算額
（千円）

事業概要 実施状況・課題等 庁内プロジェクトチーム・有識者会議意見

基本目標：

ＫＰＩ：

1 健康宣言事業 健康推進課 1,228 1,009

五所川原市健康づくり宣言を契機と
し、市民一人ひとりが地域の健康課
題に関心を持つよう健康教養の向上
を図っていく。

ごしょがわら健康フォーラムを開催
し、「五所川原市健康づくり宣言」、
「五所川原市７つの健康目標の紹
介」、「ごしょりん健康体操の紹介」、
「弘前大学大学院医学研究科長・医
学部長　中路重之氏による基調講
演」などを行い、会場内には、健康
チェックコーナー、健康情報コーナー
を設置し、市民の健康意識向上を
図った。

事業終了

健康づくり宣言を行ったことにより、事業としては、平
成２７年度で終了となるが、健康づくり宣言に基づき、
各種健（検）診の実施や、健康教育の実施により、市
民一人ひとりが健康課題に積極的に関心を持つよう
市民の健康教養の更なる向上を図ることとする。

【庁内プロジェクトチーム】
１次評価のとおり。

事業終了 同左

2 食育推進支援事業 健康推進課 670 670

市民が食習慣と健康の関係を理解
し、主体的に健康づくりを推進するた
め、食育推進リーダーの育成と活動
の活性化を図り、生活習慣病予防に
寄与することを目的とする。

平成２６，２７年は「あおもり食育活動
支援事業」の中で実施した。食育に
関係する機関や専門職との連携が
図られた一方で、リーダーとして育成
した人を食育活動につなげることが
難しく課題として残った。

見直し

今年度も主食、主菜、副菜を基本にバランスの良い
食事を心がける市民の増加を目指し、高校生の食育
推進リーダーの活動の活性化を促す。それぞれの既
存のリーダーの自主性を尊重しながら引き続き乳幼
児から高齢者まで切れ目のない食育の推進を図って
いく。平成２９年度以降は食生活改善推進員をリー
ダーとして展開するなど、事業としては他事業との統
合も検討する。

【庁内プロジェクトチーム】
１次評価のとおり。

見直し 同左

3 がん検診推進事業 健康推進課 80,990 79,041

がん検診を推進し、各種がんの予防
及び早期発見により、がんの死亡率
を減少させる。

40歳・50歳代の受診率が低いことが
課題となっている。
受診率：胃がん：11.6％、大腸がん：
16.1％、肺がん：13.4％、子宮がん：
21.5％、乳がん：14.0％

継続

市民の健康づくりや生活習慣の改善に向けた啓発事
業の充実は、がん対策基本法、健康増進法、高齢者
の健康の確保に関する法律に基づき、実施されるこ
ととされており、行政の責務とされている。
市の死因第1位であるがんの早期発見、早期治療に
つながることから、今後はがん検診の精度管理（検
診受診率、要精検率、過去精密検査結果など）に努
め、重症化を予防し平均寿命の延伸を図る。

【庁内プロジェクトチーム】
１次評価のとおり。

【有識者会議】
1次評価は継続で検診の精度管理に努
めるとしており、今後５年間の方向性とし
て受診率の向上に向け、重点的に取り
組むべきである。

継続 同左

4
学生発平均寿命アップ実現プロ
ジェクト事業

健康推進課 754 732

若い世代を通して、家庭及び地域全
体の健康意識の向上と平均寿命アッ
プを図るため、高校生による健康教
育のアイディアコンテスト、ワーク
ショップ、食の探検バスツアー、保健
事業参加「ミニミニ保健師」スタンプラ
リー、学生健診を実施。

高校生のヘルスリテラシーを向上さ
せ、家族、地域への波及効果を狙っ
た事業であり、家族への波及効果は
十分ではあったと言えるが、地域全
体への波及効果で考えると、課題が
残った。

見直し

家庭や地域全体の健康意識の向上と平均寿命の延
伸を図ることを目的として、平成２６年度から３年間継
続して実施することとしている事業である。平成２８年
度が３年目となるため、左記の目的達成に向けて、
対象や実施内容等が妥当か、平成２９年度の方向性
を検討する必要がある。

【庁内プロジェクトチーム】
１次評価のとおり。対象を小中学生に拡
大し、裾野を広げることも必要ではない
か。

事業終了

家庭や地域全体の健康意識の向上と平均寿命の延
伸を図ることを目的として、平成２６年度から３年間
継続して実施することとしている事業であるが、高校
生の参加目的が、「就職のための知識を身につけ
る」という側面も強く、地域全体への波及効果におい
ても効果がやや不十分であった。市民のヘルスリテ
ラシーの向上を図るため、新たな方向性を検討する
こととし、事業としては、最終年度である平成２８年度
で終了とする。

5 健康診査事業 健康推進課 8,658 8,367

若年者や40歳以上を対象に生活習
慣病に着目した健康診査を行い、市
民の健康増進に役立てる。歯周疾患
検診、肝炎ウイルス検診、骨粗しょう
症検診、ごしょりん健診を実施。

40歳・50歳代の受診率が低いことが
課題となっている。
受診率：歯周病検診：3.0％、骨粗しょ
う症検診：19.5％、肝炎ウイルス検
診：10.4％

継続

市民の健康づくりや生活習慣の改善に向けた啓発事
業の充実は、がん対策基本法、健康増進法、高齢者
の健康の確保に関する法律に基づき、実施されるこ
ととされており、行政の責務とされている。
歯周病は、当市の健康課題である糖尿病への関係
や介護状態への影響が明らかにされている。また、
骨粗しょう症は骨折の基礎疾患となり、予防すること
で高齢期の健康維持を図る効果が大きい。この事業
の推進により介護予防や健康寿命の延伸を図る効
果が期待される。

【庁内プロジェクトチーム】
１次評価のとおり。

継続 同左

政策分野・重点プロジェクト・事業名 １次評価

政策分野３　元気・健康づくり政策 ①平均寿命　実績値：男性77.3歳、女性85.4歳（H22） 目標値：全国平均との差を縮小（H32）

3-1　食育・生活習慣改善プロジェクト

①日頃、健康増進のための取組をしている市民の割合　実績値：30.7%（H27） 目標値：32.0%（H32）
②特定健康診査受診率　実績値：28.0%（H25） 目標値：60.0%（H29）
③がん検診受診率　実績値：16.2～37.3％（H26）　目標値：50.0％（H32）
④喫煙率　実績値：男性32.2%、女性12.0%、妊婦5.7％（H25）　目標値：男女とも現在より現状、妊婦0.0%（H32）
⑤診療体制の充実に対する市民の満足度　実績値：2.61（H27）　目標値：3.00（H31）

最終評価
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ＫＰＩ：

6 自殺対策緊急強化事業 健康推進課 825 797

自殺の防止を図り、市民が健康で生
きがいを持って暮らすことができる社
会の実現に寄与するため、「こころの
相談」「傾聴ボランティア講座」「ゲー
トキーパー養成研修」等を実施してい
る。

行政支援に加え、ＮＰＯ法人関係機
関との連携を図ることで、包括的な
支援に結びついている。相談窓口を
知らない市民もまだ多く普及啓発が
課題となっている。
自殺者数：11人

継続

人材育成・普及啓発を継続してきたことも自殺者数
が減少してきた要因と思われる。ＮＰＯ法人と連携
し、人材育成を行ったことで広く市民に啓発できる幅
が広がり、引き続き継続していくことで効果が期待で
きる。
相談窓口を知らない市民もまだ多く、普及啓発に力
を入れていく。

【庁内プロジェクトチーム】
１次評価のとおり。

継続 同左

7 いじめ防止対策事業 指導課 1,488 1,318

子供が安心して豊かに生活できるよ
う、いじめの問題への対策について、
市民がそれぞれの役割を自覚し、主
体的かつ相互に協力しながら広く社
会全体で子供の健やかな成長を支
える風土を醸成する。

五所川原市いじめのない社会啓発ポ
スター募集及び青少年健全育成
フォーラムを実施。フォーラム等への
教育関係者以外の参加を促すことが
課題となっている。

継続

学校におけるいじめ問題への対応だけではなく、地
域や市民も巻き込んで、子供が安心して豊かに生活
できるような社会を実現するために、この事業による
市民への啓発の効果は大きい。また、このような取
組を市として推進していることは、他市町村のモデル
ケースともなる先進的な事例であり、大きな意義のあ
るものである。平成２８年度は学校における子供の活
動と地域における大人の活動を結び付ける場として
のフォーラムを開催する。

【庁内プロジェクトチーム】
１次評価のとおり。

継続 同左

ＫＰＩ：

8 介護予防事業 介護福祉課 19,385 17,302

高齢者が要介護状態にならないよ
う、また、要介護状態になったとして
も、それ以上悪化しないように、健康
相談、健康教室の開催、訪問指導等
の介護予防事業を展開する。

平成28年3月に介護予防・日常生活
支援総合事業の一般介護予防事業
に移行している。移行により、市の裁
量が大きくなり、より多様な介護予防
事業の実施が可能となることから、
いかに効果的で質の高い介護予防
事業を展開していくかが、今後の課
題と考えている。

継続
法令で実施が義務付けられているため、基本的には
現状を維持しながら、さらに効果的な方法を検討して
いく。

【庁内プロジェクトチーム】
１次評価のとおり。

継続 同左

9 居宅介護予防支援事業 介護福祉課 17,809 16,008

比較的軽度の方（要支援１・２）を対
象に、居宅において自分らしい生活
が送ることができるように、利用者の
状況に応じた介護予防支援計画を作
成するとともに、介護予防サービス事
業者との連絡調整を行うものであ
る。

介護予防支援計画の作成について
は、介護予防ケアマネジメント業務と
して、地域包括支援センターの介護
支援専門員が直接行っているほか、
業務の一部を市内等の居宅介護支
援事業所に委託している。

継続
法令で実施が義務付けられているため、基本的には
現状を維持しながら、今後、さらに効果的な実施方法
を検討していく。

【庁内プロジェクトチーム】
１次評価のとおり。

継続 同左

3-2　こころの健康増進プロジェクト ①自殺者数　実績値：12人（H25）　目標値：0人（H32）

3-3　保健・医療・福祉（ライフ）分野連携・振興
プロジェクト

①診療体制の充実に対する市民の満足度　実績値：2.61（H27）　目標値：3.00（H31）
②地域福祉の推進に対する市民の満足度　実績値：2.73（H27） 目標値：3.00（H31）
③高齢者教室の受講者数　実績値：423人（H26）　目標値：450人（H32）
④新産業の育成と地域経済活性化に対する市民の満足度　実績値：2.34（H27） 目標値：2.60（H31）
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担当課
予算額
（千円）

決算額
（千円）

PDCAサイクルについて 企画課 － －

広報戦略について 観光物産課 － －

対応方針

効果検証のシステムとして、事業担当課自らで課題を精査し評価することは難しいのではないかと思われる。第三者も含め多面
的に評価するなど、評価システム自体をしっかりと構築しなければならない。

効果的な観光誘客・物産ＰＲに向け、観光協会や商工会議所などと連携し、他県の成功事例等を研究するようなチームを設置す
れば良いのではないかと思う。既存の広報戦略のどこに一番の課題があるのか、また効果的なＰＲについて、しっかりと力を入れ
て研究することに力を入れる必要があるのではないか。また、担当課とメディアが定期的に情報交換する場を設けてはどうか。

有識者会議意見

2

五所川原市まち・ひと・しごと創生総合戦略の基本的な考え方として「マネジメントサイクルの確
立」を掲げ、PDCAサイクルの適切な運用を図ることで、総合戦略の実効性を担保することとして
います。効果検証に当たっては、人口減少対策庁内プロジェクトチームのほか、外部有識者で構
成する五所川原市まち・ひと・しごと創生総合戦略有識者会議による検証を有効に活用すること
としており、引き続きPDCAサイクルの適切な運用に努めてまいります。

効果的な観光誘客・物産ＰＲを行うためには一元的な情報発信及びその方法・内容等の精査が
必要と考えております。そのため、関係機関との協議を進めながら、その施策について検討して
まいります。
メディアに対してはイベント毎に随時情報発信、取材対応を行っております。引き続き、適宜情報
発信を行い当市の観光物産ＰＲに努めてまいります。

その他意見

1
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